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新
年
あ
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ

い
ま
す
。
旧
年
中
は
大
変
お
世
話
に
な

り
ま
し
た
。
そ
し
て
本
年
、
令
和
２
年

も
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま

す
。
今
年
の
通
常
国
会
は
1
月
2
0
日

か
ら
の
予
定
で
す
が
、
昨
年
に
大
臣
職

を
辞
任
し
た
ま
ま
本
会
議
場
に
一
度
も

姿
を
現
さ
な
か
っ
た
２
人
の
議
員
も
、

桜
を
見
る
会
の
当
事
者
で
あ
る
安
倍
総

理
自
身
も
、
ま
ず
は
開
会
後
速
や
か
に

国
民
が
納
得
の
い
く
十
分
な
説
明
を
果

た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

　

桜
と
言
え
ば
受
験
生
を
思
い
出
す
人

も
多
い
と
思
い
ま
す
が
、
先
の
国
会
で

は
大
学
受
験
生
の
英
語
や
国
語
、
数
学

の
試
験
制
度
に
関
し
て
、
受
験
生
に
多

大
な
苦
痛
を
与
え
る
よ
う
な
制
度
改
悪

が
な
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
し
た
。

多
く
の
高
校
生
も
国
会
に
駆
け
つ
け
悲

痛
な
声
を
上
げ
て
く
だ
さ
い
ま
し
た
。

受
験
生
ら
と
一
体
に
な
っ
た
野
党
の
取

り
組
み
に
よ
り
、
３
教
科
の
制
度
改
悪

が
ま
ず
は
全
て
白
紙
撤
回
さ
れ
た
事
は

大
き
な
成
果
で
し
た
。

　

と
こ
ろ
で
、
今
年
も
ま
た
、
桜
の
開

花
が
季
節
は
ず
れ
の
時
期
に
早
ま
る
の

か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
世
界
で
は
地
球
温

暖
化
に
対
す
る
危
機
感
が
急
激
に
強
ま

っ
て
お
り
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
人
の
若
き

環
境
活
動
家
グ
レ
タ
ト
ゥ
ー
ン
ベ
リ
さ

ん
の
言
動
が
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。
日

本
で
も
先
進
諸
国
に
大
き
く
遅
れ
て
、

よ
う
や
く
本
年
７
月
か
ら
レ
ジ
袋
の
有

料
化
が
始
ま
る
方
向
で
あ
り
ま
す
が
、

こ
れ
は
さ
さ
や
か
な
始
め
の
一
歩
に
過

ぎ
ま
せ
ん
。
瞬
間
最
大
風
速
5
7
•
５

メ
ー
ト
ル
で
千
葉
市
に
上
陸
を
し
た
昨

年
の
台
風
１
５
号
も
、
そ
の
破
壊
的
な

威
力
は
、
日
本
近
海
の
海
水
温
の
上
昇

が
も
た
ら
し
た
も
の
だ
と
言
わ
れ
て
い

ま
す
。
温
暖
化
は
す
で
に
私
た
ち
の
暮

ら
し
へ
の
現
実
的
な
脅
威
と
な
り
つ
つ

あ
り
、
温
暖
化
対
策
は
待
っ
た
な
し
な

の
で
す
。
日
本
全
体
の
１
割
の
温
室
効

果
ガ
ス
を
排
出
し
て
い
る
と
言
わ
れ
る

千
葉
県
か
ら
率
先
し
て
、
新
し
い
生
き

方
暮
ら
し
方
を
リ
ー
ド
・
発
信
し
て
い

け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

　

今
年
は
夏
に
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ

リ
ン
ピ
ッ
ク
を
控
え
な
が
ら
政
治
は
激

動
の
１
年
に
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま

す
。
先
の
国
会
で
実
現
し
た
野
党
の
共

同
会
派
を
少
し
で
も
前
に
進
め
て
、
与

党
と
対
峙
の
で
き
る
大
き
な
塊
を
作
れ

る
か
ど
う
か
が
正
念
場
で
す
。
地
域
を

し
っ
か
り
と
回
り
、
ま
も
な
く
始
ま
る

国
会
に
備
え
た
い
と
思
い
ま
す
。
皆
様

に
は
、
令
和
２
年
が
お
一
人
お
一
人
に

と
っ
て
実
り
多
き
年
と
な
り
ま
す
よ
う

心
か
ら
お
祈
り
申
し
上
げ
ま
す
。
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たじま要

楽観？ 危機感？

　　　このままじゃ
、いかん！
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PROFILE
1961年　9月22日生まれ
1985年　東京大学法学部卒業
1991年　米国ペンシルベニア大学ウォートン校にてMBA取得
2003年　民主党公募候補として衆議院選挙初当選
2010年　経済産業大臣政務官に就任
2011年　原子力災害現地対策本部長として福島市にて活動
2016年　議員立法として再犯防止法、自転車活用推進法、特別養子縁組促進法の成立を実現
2017年　6期目の当選

たじま要 衆議院　経済産業委員会野党筆頭理事・原子力問題特別調査会　委員
立憲民主党　政調会長特別補佐

主な
役職

2018年以降、無所属議員として活動。
昨年1月より衆議院において立憲民主
党会派に所属し、党および会派内におけ
るエネルギー政策、経済政策のとりまと
めをリードしています。

後援会にぜひご
参加くださいカンパのお願い

カンパ用
口座

三菱東京UFJ銀行 千葉支店店番：270
口座番号：普通2090937
名義：チームかなめ　代表　田嶋要

たじま要後援会「かなめ会」では、
応援して下さる方のご入会をお待ちしております。

政治活動をお支えいただくためのカンパをお願いして
おります。たじま要の活動にご賛同いただける皆様の
幅広いご支援をお待ちしています。

※政治資金規正法により、外国人および未成年の方からの寄付・カンパは
　お受けできません。

※お振込の際は、お手数ですがたじま要後援会
　（電話 043-202-1511）までご一報をお願いいたします。

※ウェブサイト（k-tajima.net）にお申込みフォームをご用意しております。

かなめ会の活動には以下が含まれます。
後援会会報「かなめニュース」送付/総会、懇親会（年1回、懇親会は
会費制）/国政報告会、地域懇親会、バス旅行などのイベント

年会費 一口　2,000円

※お申し込みはお電話で承ります。

　たじま要後援会事務局
　TEL 043-202-1511

取り組みと実績
たじま要は以下に取り組んでいます !
～ 日本の「衰退途上国」化を食い止めるために～

1

公式ウェブサイト
http://www.k-tajima.net

フェイスブック
tajimakaname

ツイッター
＠kanametajima

インスタグラム
tajima_kaname

最新情報を
　ソーシャルメデ

ィア・ウェブサイ
トで発信してい

ます

　　　ぜひフォロ
ーをお願いしま

す
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※QRコード（四角い記号）をiPhoneのカメラやスマートフォンのQRコードリーダーで読み込むと、それぞれのたじま要のページに飛びます。
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桜の季節 たじま要

●軽減税率・インボイス制度の中止も視野に、消費税の更なる引き上げに代わる、あるいは消
　費税減税の財源としての、あるべき税制改革の具体策を策定中。法人税や所得税の応能
　負担原則を強化し、特に法人税の累進課税化と個人金融所得の総合課税化を検討。雇用
　の7割を吸収する中小・小規模企業に対しては法人税減税を提言。

●先進国で最低水準である我が国の最低賃金を、経済政策・消費刺激策として今後積極的、
　計画的に引き上げていくため、イギリスや韓国の経験も参考に、社会保険料負担の見直し
　など中小・小規模企業への支援策などをセットで提言。

●昨年も都内の大学において、大学生への刑務所視察と、再犯防止に関する対話式授業を実　
　施。今後も超党派の議員連盟を中心に、被害者感情に配慮しながら、満期出所者に対する就業
　支援策等の政策を推進し、名実ともに治安の良さ世界一の日本を目指して施策を強化する。

●本年7月からのレジ袋有料化に関し、有料化に例外を設けないことを経済産業大臣に申し入
　れ。また、プラスチック製品に関わる３R（Reduce消費量削減、Reuse再利用、Recycleリサ
　イクル）を包括的に推進していくための法案を検討中。

●耕作放棄地の利活用にもつながる営農型ソーラー発電の取り組みを継続支援。他方、地域
　住民との共生が困難な環境破壊型メガソーラーの具体的な規制強化手法につき継続検討。

●台風15号の際に地域を支えた千葉県睦沢町の道の駅に熱電併給事業を視察。また、風力
　発電の関連産業が集積を始める北九州市を年初に視察予定。自然災害にも強い、持続可
　能な分散型自然エネルギー社会を強力に推進するための複数法案を提出予定。

●議員連盟での役職活動を通じ、房総半島での自転車活用推進、千葉市における夜間中学
　校の設立支援、いすみ市などが先頭を走る有機農業のさらなる支援、などを引き続き実施。ま
　た、日米、日中、日豪、日韓、日台の各政策対話を通じた議員交流と相互信頼の醸成にも尽力。

●軽減税率・インボイス制度の中止も視野に、消費税の更なる引き上げに代わる、あるいは消
　費税減税の財源としての、あるべき税制改革の具体策を策定中。法人税や所得税の応能
　負担原則を強化し、特に法人税の累進課税化と個人金融所得の総合課税化を検討。雇用
　の7割を吸収する中小・小規模企業に対しては法人税減税を提言。

●先進国で最低水準である我が国の最低賃金を、経済政策・消費刺激策として今後積極的、
　計画的に引き上げていくため、イギリスや韓国の経験も参考に、社会保険料負担の見直し
　など中小・小規模企業への支援策などをセットで提言。

●昨年も都内の大学において、大学生への刑務所視察と、再犯防止に関する対話式授業を実　
　施。今後も超党派の議員連盟を中心に、被害者感情に配慮しながら、満期出所者に対する就業
　支援策等の政策を推進し、名実ともに治安の良さ世界一の日本を目指して施策を強化する。

●本年7月からのレジ袋有料化に関し、有料化に例外を設けないことを経済産業大臣に申し入
　れ。また、プラスチック製品に関わる３R（Reduce消費量削減、Reuse再利用、Recycleリサ
　イクル）を包括的に推進していくための法案を検討中。

●耕作放棄地の利活用にもつながる営農型ソーラー発電の取り組みを継続支援。他方、地域
　住民との共生が困難な環境破壊型メガソーラーの具体的な規制強化手法につき継続検討。

●台風15号の際に地域を支えた千葉県睦沢町の道の駅に熱電併給事業を視察。また、風力
　発電の関連産業が集積を始める北九州市を年初に視察予定。自然災害にも強い、持続可
　能な分散型自然エネルギー社会を強力に推進するための複数法案を提出予定。

●議員連盟での役職活動を通じ、房総半島での自転車活用推進、千葉市における夜間中学
　校の設立支援、いすみ市などが先頭を走る有機農業のさらなる支援、などを引き続き実施。ま
　た、日米、日中、日豪、日韓、日台の各政策対話を通じた議員交流と相互信頼の醸成にも尽力。
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時系列実質賃金指数 殺人発生率

Q  

あ
な
た
が
日
本
人
と
し
て
生
ま
れ
る           

確
率
は
？
　

A  

世
界
の
人
口
が
約
７
７
億
人
で
す
か

ら
、
人
口
１
億
２
０
０
０
万
人
強
の
日

本
人
と
し
て
生
ま
れ
る
確
率
は
約
６
０

人
に
１
人
の
割
合
で
す
。

Q
　
で
は
、
そ
の
確
率
で
日
本
人
に
生

ま
れ
て
良
か
っ
た
で
す
か
?

A　

多
く
の
方
が
「
良
か
っ
た
」
と
答

え
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
私
も

そ
う
答
え
ま
す
。
日
本
は
す
ば
ら
し
い

国
だ
と
思
い
ま
す
。
特
に
、①
戦
後
は
今

の
と
こ
ろ
平
和
な
時
代
が
続
い
て
い
る

こ
と
、②
地
域
に
犯
罪
が
少
な
い
こ
と
、

（
図
表
１
）③
男
女
と
も
に
世
界
有
数
の

長
寿
で
あ
る
こ
と
、
そ
し
て
④
四
季
折
々

の
多
様
な
自
然
が
あ
り
、
世
界
に
誇
る

伝
統
文
化
や
和
食
文
化
が
あ
る
こ
と
、

な
ど
が
、
私
が
考
え
る
そ
の
主
な
理
由

で
す
。

Q
　
そ
れ
で
は
、
以
下
の
諸
項
目
の
共

通
点
は
何
だ
と
思
わ
れ
ま
す
か
?

実
質
賃
金
の
伸
び
（
図
表
２
に
関
連
）

一
人
当
た
り
G
D
P
（
図
表
３
）

相
対
的
貧
困
率
（
経
済
格
差
の
大
き
さ
）

最
低
賃
金
水
準

国
の
競
争
力
（
図
表
４
）

労
働
生
産
性

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
（
図
表
５
に
関
連
）

政
治
汚
職
の
少
な
さ

幸
福
度

女
性
議
員
の
比
率

女
性
管
理
職
の
比
率

性
的
少
数
者
（
L
G
B
T
）
政
策
の
推
進

国
政
選
挙
の
投
票
率

報
道
の
自
由
度

教
育
支
出
の
比
率
（
図
表
６
）

大
学
研
究
論
文
の
引
用
数

一
人
当
た
り
の
国
の
借
金

自
殺
率

合
計
特
殊
出
生
率

A　

こ
れ
ら
全
て
、
日
本
が
先
進
諸
国

の
中
で
最
悪
あ
る
い
は
最
下
位
近
く
で

す
。

　

改
ざ
ん
・
捏
造
・
う
そ
ご
ま
か
し
に

ま
み
れ
た
利
権
金
権
・
世
襲
お
友
達
・

私
物
化
の
政
治
を
今
度
こ
そ
本
気
で
終

わ
り
に
し
な
け
れ
ば
、
平
成
の
「
失
わ

れ
た
３
０
年
」
に
続
き
、
令
和
の
時
代

の
日
本
は
、暗
く
悲
し
い「
衰
退
途
上
国
」

と
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。
子
供
た
ち
孫

た
ち
の
世
代
に
恥
ず
か
し
く
な
い
日
本

を
残
す
た
め
に
、
私
た
ち
大
人
が
強
い

危
機
感
を
持
っ
て
立
ち
上
が
ろ
う
で
は

あ
り
ま
せ
ん
か
！
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日本金融財政研究所提供資料より田嶋要事務所にて作成

たじま要の取り組みは
次ページ「取り組みと実績」

をご覧ください！

すばらしい日本
を

　  令和の「衰
退途上国」

　　　　　　
　　　　　　

にしてはいけな
い！

各種統計が示
す日本の現状

今こそ政治を変
えなければなりま

せん
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デンマーク
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フランス
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2012

0.3

0.2

0.8

0.8

0.8

1.0

1.2

4.7

2013

0.3

0.3

0.7

0.9

0.8

0.9

1.2

4.5

2014

0.3

0.3

0.7

1.3

0.9

0.9

1.2

4.5

2015

0.3

0.3

0.7

1.0

0.8

1.0

1.6

5.0

2016

0.3

0.3

0.7

1.0

1.2

1.2

1.4

5.4

World Development Indicators,
UN Office on Drugs and Crime's International Homicide Statistics database（2018/10/18）
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厚生労働省発行の「実質賃金指数」（2015年＝100）を、
2012年=100に調整した「指数」。
（　　）内は同省発表による「一世帯あたりの平均所得」

2012年を100とした

▲日本は先進国中最も低い殺人発生率を維持して
　います。

▲労働者が受け取った賃金でどれほどの物品を購入できるかを示す実質賃
　金を、アベノミクスが始まった 2012 年を100 としてどれほど変化して
　いるかを示す。2012年以降低落傾向が続いています。

▲日本は中韓の後塵を拝してい
　ます。

◀一人当たりの名目GDPを見ると、 
　先進国で構成される OECD の中
　で年々日本の順位が低下してい　
　ることがわかります。

▲近年風力や太陽光の発電コストは急激に安くなっており、中国や欧米ではそ
　れら価格競争力のある電源へのシフトを明確にしています。日本は依然、原
　子力など高コストの電源を主力とすることを継続しています。

▲日本の GDP 規模に対する教育関係支出の比率は先進国中最低水準
　です。上位の国々は競争力を維持・向上している国が多いことがわ
　かります。
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図表3

このままじゃ、い
かん！

　　　たじま要と語
る会

　日時：2/15(土)10:00～11:30
　会場：千葉市生涯学習センター 3F 研修室3
　　　　（千葉市中央区弁天3-7-7）@弁天
　日時：2/15(土)15:30～17:00
　会場：蘇我コミュニティセンター 3F 集会室
　　　　（千葉市中央区今井1-14-43）@蘇我

　日時：2/29(土)14:30～16:00
　会場：椿森公民館 2F 集会室
　　　　（千葉市中央区椿森6-1-11）@椿森

お申込み・お問合せ　たじま要事務所
電話：043-202-1511


